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はしがき

　アジア経済研究所では，アジア各国の政治，経済，対外関係に関する動向を的確に伝えることを
目的に，1970 年以降毎年『アジア動向年報』を発行してきました。時代とともに対象国・地域も
変化し，現在は 23 のアジアの国・地域およびアメリカの対アジア関係をカバーしています。事業
開始から 50 年以上経ちましたが，アジア各国・地域を長年観察してきた所内外の研究者が現地の
一次資料や現地調査に基づき，その年に起きた重要な出来事や変化を解説するというスタイルは現
在でも変わっていません。執筆者が交代しても，同じフォーマットで50年以上にわたりアジア各国・
地域の動向を伝える書は，世界をみても類似のものはないといってよいでしょう。
　『アジア動向年報』には 2 つの役割があります。ひとつは，アジア各国・地域で起きた事象の時
事的な解説を行うとともに，その歴史的背景や意味についても明らかにし，アジア各国を理解する
うえで有用な情報を提供することです。もうひとつは，歴史を振り返る資料としての役割です。と
はいえ，現在の『アジア動向年報』は各年単位で読む仕様となっており，各国の動向を時系列で追
うには不便との声が寄せられてきました。
　そこで 50 年分の蓄積を生かし，既刊の年報から各国の章を抽出して 10 年ごとに 1 冊に束ね，
各国の動向を 10 年単位で把握できるよう，『アジア動向年報〈バンドル版〉』を作成することに
なりました。既刊のものをまとめるだけでなく，冒頭には第一線の研究者が新たに執筆した各国
の 10 年間を理解するための解説を付しています。これにより，各国の長期の動向をより理解し
やすくなり，多くの方にご利用いただけるのではないかと思います。2021 年の第 1 巻（2010 ～
2019 年），2022 年の第 2 巻（2000 ～ 2009 年）に続き，今回は 1990 ～ 1999 年までの 10 年
分を第 3 巻として公刊します。今後は 1970 年までさかのぼり計 5 巻作成する予定です。
　なお，本バンドル版はこれまでの A5 判と異なり，B5 判で制作しています。これは『アジア動
向年報』の判型が 1990 年代の途中で B5 判から A5 判に変更されており，判型をどちらかに統一
する必要があったためです。また判型の変更とともに本文の体裁も 2 段組みから 1 段組みとなっ
たため，既存部分のレイアウトが 1994 年前後で異なっています。あらかじめご承知おきください。
　今回のバンドル版もまた価値ある資料として，アジア各国・地域を理解する一助となることを願っ
ています。

　2024 年２月

日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

深尾京司
表紙・本文デザイン　羽田野めぐみ
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　1990年代のミャンマーでは，1988年に政権
を奪取した軍による統治が長期化した。軍政は，
1990年に総選挙を実施したものの，民主派勢
力が圧勝した選挙結果を認めず，なし崩し的に
政権に居座った。軍政と民主派勢力の溝は埋ま
らず，軍政の抑圧により民主派勢力が劣勢に立
たされた。内戦は，冷戦の終結で反乱組織への
外国の支援がなくなり，軍政と諸反乱組織との
個別の停戦協定が相次いで結ばれた。
　経済は，軍政の対外開放と市場経済への移行
を目指した自由化改革によって一定の成長を遂
げた。しかし，1997年のアジア通貨危機後は，
成長が減速し，種々の構造的問題が顕在化した。
　対外関係は，欧米諸国が軍政非難の立場から
経済制裁を強化する一方，軍政は孤立を免れる
ために近隣諸国との関係緊密化を図った。こう
したなかで，中国の存在感が高まり，1997年
にはミャンマーのASEAN加盟が認められた。

選挙結果を無視し，軍政が長期化
　1990年代を通じて軍政が継続した。この軍
政は，1988年に民主化運動を弾圧し，クーデ
タによって政権を奪取した軍が，最高統治機関
として国家法秩序回復評議会（SLORC）を設
置して開始したものだった。当初から，軍政は
自らを，選挙によって選ばれた勢力へ政権を移
譲するまでの「暫定」政権と位置づけていた。
しかし，1990年に実施した総選挙で民主派勢
力が圧勝すると，政権移譲の前に新憲法を起草
することを優先するなどの論理を持ち出して選
挙結果を無視し，「暫定」政権を公言しつつも，
なし崩し的に長期にわたって政権を担い続け
た。
　軍政指導層は，集団指導体制をとったが，
10年のあいだにその顔ぶれには若干の変化
がみられた。まず，1992年には，それまで
SLORCの席次第1位にあったソーマウン議長
が突然辞任し，次席のタンシュエが新議長に就
任した。タンシュエは以後，2011年の民政移
管に至るまで首位の座に留まり続ける。また，
軍政開始10年を間近にした1997年には，従来
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カレンニー民族進歩党（KNPP）などと停戦の
合意に至った。

経　 済

自由化による一定の成長
　軍政は政権掌握後，従来のネーウィン体制下
における閉鎖的な「ビルマ式社会主義」を放棄
し，対外開放と市場経済への移行を目指す経済
改革に乗り出した。1990年代には，欧米によ
る経済制裁という制約のもとで，この自由化改
革が一定の成長をもたらした。10年間の前半
から半ばにかけてはGDP成長率が年間7％を超
える年もあった。しかし，1997年のアジア通
貨危機の影響を受けて以降，成長は減速し，さ
まざまな構造的問題が顕在化したのみならず，
それらの事実を覆い隠そうとする軍政の政治的
意図のために正確な統計が公表されなくなって
いった。
　産業構造には，顕著に大きな変化はみられず，
農業が最重要部門であり続けた。政府統計に基
づく名目GDPの産業別構成比は，1993/94年
度に第一次産業が63.0％，第二次産業が8.9％，
第三次産業が28.1％であったのに対して，
1999/2000年度にはそれぞれ59.9％，9.0％，
31.1％であった。しかし，実質GDPの成長率
をみると，1990年代を通じて，第二次産業が
経済全体よりも高い成長を記録した。規制緩和
を受けた民間企業の新規参入が，製造業をはじ
めとする第二次産業の成長につながったといえ
る。
　自由化政策によって，貿易が大幅に拡大し，
外国資本の流入も増加した。対外貿易は，ビル
マ式社会主義期には国家が独占していたが，軍

政は発足直後に民間企業の参入を認めた。また，
従来は密輸とみなされてきた近隣諸国との国境
貿易が公認されたことで，それまで長く孤立し
てきたミャンマーが広域経済圏のなかにふたた
び位置づけられることになった。こうして，ミャ
ンマーの貿易額は急速に拡大した。国際通貨
基金の統計によると，輸出総額は1989年の2
億ドルから1999年の14億ドルへと7倍に増え，
輸入総額は同期間に2億ドルから25億ドルへと
10倍以上に増えた。外国からの輸入品の流入
は，社会主義経済下で国営企業の粗悪な製品で
満足するしかなかった国民の消費財に対する需
要を刺激した。これが，さらなる輸入増をもた
らすのみならず，国内の民間製造業の勃興にも
結びついた。外国直接投資についても軍政発足
直後に門戸が開かれ，1990年代を通じて，件
数にして300件以上，金額にして約65億ドルが
認可された（政府発表値）。また，軍政は1996
年を観光年（Visit Myanmar Year）と設定し，
数年をかけて準備するなど，観光業の振興にも
注力した。
　他方で，最重要部門である農業に関しては，
一部において自由化の施策が取られたものの，
生産と流通の統制を通じたコメの低価格・安
定供給という社会主義期の基本路線が維持され
た。これはコメ価格の高騰や都市部でのコメ不
足が社会不安の要因になってきたという過去の
教訓を踏まえ，経済成長を犠牲にしてでも治安
維持を優先しようとする軍政の政治的意思のあ
らわれであった。灌漑設備の拡充によるコメの
二期作化が進められて生産量が増加した一方，
農民の意思に関係なく国家の定める計画に基づ
いてコメの作付けを強制し，収穫物を低価格で
国家機関へ供出させる統制的な政策が稲作部門

のSLORCが解散し，それに代わって新たに国
家平和開発評議会（SPDC）が設置された。タ
ンシュエなど序列の上位4人は留任したが，そ
の他の人事を一新して軍政の再出発を内外に印
象づけた。
　国土中央の低地部における政治の基本的な構
図は，軍政の支配に対し，劣勢の民主化勢力が
抵抗を続けるかたちをとった。民主化勢力の
中心は，1988年民主化運動の盛り上がりのな
かで設立された国民民主連盟（NLD）である。
なかでも，創設者のひとりであるアウンサン
スーチー（以後，スーチー）は，建国の英雄ア
ウンサンの娘であることも手伝って，またたく
間にカリスマ的人気を博し，民主化運動の象徴
となっていた。1990年の総選挙では，軍政は
実施前からスーチーを自宅軟禁下に置くなど，
対抗勢力にさまざまな圧力をかけたものの，結
果として選挙はおおむね自由かつ公正に行わ
れ，NLDが圧勝した。しかし，前述のように
軍政はこの選挙結果を反古にし，以後，NLD
関係者を逮捕するなど圧力を強めたため，民主
派勢力は劣勢に立たされ続けた。スーチーの自
宅軟禁は，1995年に解放されるまで6年間に
わたった。
　この間の1993年，軍政は大衆動員組織の連
邦団結発展協会（USDA）を発足させ，政権
の社会的基盤を強化するとともに，NLDに対
するネガティヴ・キャンペーンを展開させた。
USDAは，2010年代の民政下で軍寄りの政党
として活動する連邦団結発展党（USDP）の前
身である。また，同じく1993年から，政権移
譲に先立って新憲法を起草するという軍政の論
理にしたがって，軍政主導の制憲国民会議が断
続的に開催された。スーチー解放を機に，軍政

とNLDとの対話が進展することが期待された
が，両者の溝は埋まらなかった。制憲国民会議
は，NLDがボイコットを決定した後の1996年
から，軍政がNLD抜きで再開する2004年まで，
8年間にわたって開催が中断された。
　両者の対立の主要因は，1990年総選挙の結
果に基づく民主的な政治プロセスとそのため
の対話をNLDが再三要求したにもかかわらず，
軍政が拒否し続けたことにあった。国会開催の
要求や，スーチーの車内籠城などの体を張っ
た抗議も奏功しなかったことを受け，NLDは
1998年に並行政府の立ち上げという新たな戦
略をとるに至った。一部の少数民族政党の協
力もあり，1990年総選挙で当選した議員の過
半数からの信任を得て，国会議員代表委員会

（CRPP，通称「10人委員会」）を設立したので
ある。CRPPが軍政の正当性を真っ向から否定
したことで，両陣営は決裂し，軍政のNLDへ
の圧力はいっそう強まっていくこととなった。
　国土周縁の山地部においては，冷戦終結とと
もに，独立以来長く続いてきた内戦の様相が大
きく変化した。新たな国際情勢のもとで諸反乱
組織への外国の支援がなくなると，軍政は軍事
的な攻勢をかけつつ，経済的な利権を見返りに
諸反乱組織と個別の停戦を進めた。この動きの
中心にいたのは軍情報局長のキンニュン（ソー
マウン辞任後は軍政序列第3位）であった。
軍政は1989年に内部崩壊したビルマ共産党

（CPB）の後継諸組織と次々に停戦し，1992
年には，停戦が成立した辺境地域における経済
開発を担当する国境地域開発・民族省が新設さ
れた。また，1993年にキンニュンから公式に
和平交渉の呼びかけがなされると，翌年以降，
カチン独立軍（KIA），新モン州党（NMSP），
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始める国々があらわれてくる。
　欧米からの圧力が強まるなかで，軍政は近隣
アジア諸国との関係を緊密化することで，国際
社会での孤立を防ごうとした。従来のビルマ式
社会主義のもとでの閉鎖的な外交方針を転換
し，自国の経済を開放して，その利益を見返り
に近隣諸国の関与を引き出そうとしたのであ
る。こうした軍政の外交方針のもとで存在感を
増したのが，国土北東方面において長い国境線
で接する大国の中国だった。軍政は歴史的経緯
もあって中国に過度に依存することをつねに警
戒していたが，中国は軍政にとって軍事・経済
援助を与えてくれる貴重なドナーとなったのみ
ならず，国境貿易の拡大を通じて重要な貿易相
手ともなった。
　軍政の中国への傾倒が，中国による一人勝ち
を警戒する他のアジア諸国のミャンマーに対す
る関与をも促した。インドは1988年のクーデ
タ当初は，軍政に批判的立場をとっていたが，
1990年代半ばからは経済的な実利を取る外交
政策をとるようになった。
　東南アジア諸国でも，ミャンマーと地続き
で深い関係にあるタイのみならず，その他の
ASEAN加盟諸国やインドシナ3国がミャン

マー軍政と継続的な外交関係を維持した。折し
もASEANが加盟国を増やして包括的な地域組
織へと変貌を遂げようとしつつある時期にあっ
て，これらの東南アジア諸国は内政不干渉を前
提とし，ミャンマーに対する「建設的関与」を
していく道を探った。その到達点が1997年の
ミャンマーのASEAN加盟であった。しかし，
欧米の強い反対を押し切ってミャンマー加盟を
認めたASEANは，ミャンマーの変化を目に見
えるかたちで示す必要に迫られたため，以後，
ASEAN内部において軍政への外交的圧力が強
まることになった。
　日本は，従来は対ミャンマーのODAの最大
供与国であり，クーデタ後にその援助を停止し
たことには大きなインパクトがあった。しかし，
その後の外交路線は欧米諸国とも近隣諸国とも
異なり，両国の歴史的関係の深さを強調して，
軍政と民主派の双方との関係を維持しようとす
る独自のものであった。1994年には，緊急的・
人道的援助という限定的なかたちで援助を再開
させ，1998年には，円借款を一部再開していっ
そうミャンマーへの関与を深めていった。

（地域研究センター）

やコメ流通部門の疲弊と閉塞状況を招いた。こ
れは，対外貿易が拡大するなかで，輸入の増加
に比して農産物輸出が伸び悩み，貿易赤字が深
刻化する一因ともなった。
　旺盛な内需による輸入拡大が貿易赤字幅の
増大と外貨準備高の急減をもたらし，そこに
1997年のアジア通貨危機の影響も相まって，
1990年代末のミャンマーは深刻な外貨危機に
見舞われた。これに対処するため，SLORCか
らSPDCへと改組した軍政は，体制内の汚職取
締によって顔ぶれを一新する一方，自由化政策
から一転して経済の統制強化へと舵を切った。
たとえば，軍政第2位のマウンエー副議長を首
班とする貿易政策評議会を設置し，それを通じ
た輸出入管理の強化が図られた。これにより，
貿易赤字の増大には一応の歯止めがかけられ
た。
　さらに，1990年代の経済改革でほぼ手付か
ずのまま取り残されてきた，大きな財政赤字，
国有企業の非効率な経営，多重為替レートと
いった根本的な諸問題もまた，アジア通貨危機
後の不況のなかで顕在化した。とりわけ，多重
為替レートは深刻な問題となった。まず，公定
レートは，1977年以来，1ドル＝約6チャット
で固定されていたが，軍政発足後の経済開放に
より，闇市場における実勢レートでのチャット
安が急速に進んだ。1990年にすでに約10倍の
開きだったものが，1993年には約20倍，1998
年には約60倍にまで拡大した。さらに1993年
には，外国人観光客に200ドルの強制両替を課
し，そのために外貨兌換券（FEC）が導入され
た。FECはドルと等価のはずが，闇市場では
チャットとの交換レートがドルの実勢レートよ
りも若干低く設定されたため，為替市場はいっ

そう複雑なものとなった。このFECレートと
ドル実勢レートの乖離もアジア通貨危機後に拡
大した。

対外関係

欧米による制裁下で近隣外交を模索
　1990年代のミャンマーをめぐる国際関係は，
欧米諸国が軍政を非難する立場をとって経済制
裁を強化する一方，軍政は孤立を免れるために
近隣諸国との関係緊密化を図るという基調のも
とで展開した。しかし，1997年のミャンマー
のASEAN加盟の頃から，諸外国の対ミャン
マー外交に微妙な変化があらわれた。
　アメリカと西ヨーロッパ諸国をはじめとする
先進諸国は，1988年の軍による政権奪取後に
軒並み援助を停止していたが，軍政が1990年
総選挙の結果をないがしろにすると，人権擁護
と政権移譲を求めて圧力を強め，経済制裁を発
動するに至った。1991年のスーチーのノーベ
ル平和賞受賞，同年末からのロヒンギャ難民の
流出もまた，軍政の人権侵害に対する国際的な
非難の声を高めることになった。国際連合で
は，総会のたびにミャンマーに対する人権侵害
非難決議が採択された。スーチーは民主化と人
権擁護の象徴として世界中に知られるようにな
り，その知名度を活用して，外国メディアから
の取材や外国要人との会談などの機会があるた
びに，国際社会に向けて軍政への制裁強化を訴
えた。欧米の制裁は1996年から翌年にかけて
強化される。しかし，1990年代末には，制裁
は軍政を動揺させる効果が薄く，ミャンマー国
民の負担を重くしていると認識されるようにな
り，先進諸国のなかにも軍政への関与を模索し
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